
 

未来に受け継ぐ持続可能な農業推進対策事業補助金交付要綱 

 

（趣旨）  

第１条 この要綱は、本村の基幹産業である農業の持続発展を実現するため、省力化及び

高品質生産を実現する農業等を促進する事業を実施する者に対し、予算の範囲内で未

来に受け継ぐ持続可能な農業推進対策事業補助金（以下「補助金」という。）を交付す

ることについて、西郷村補助金等の交付等に関する規則（昭和49年西郷村規則第13号。

以下「規則」という。）及び西郷村補助金等交付基準（平成28年西郷村訓令第１号）に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業）  

第２条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、省力化や労働

時間削減に繋がる購入費用５０万円以上の農業機械等（以下「機械等」という。）導入

する事業とする。 

（補助対象者）  

第３条 補助金の交付の対象となる者は、本村に住所を有する農業経営改善計画認定者

（認定農業者）、青年等就農計画認定者（認定新規就農者）若しくはそれらの認定見込

者又は機械等を共同で利用するため、３名以上の農業者（本村に住所を有する者に限

る。）で組織された団体で、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

(１) 村税の滞納がないこと。 

 (２) 国又は県が行う、本事業と同様の補助事業を重複して受けていないこと。 

 (３) 村が実施する事業効果の検証及び事例集の取りまとめに対し、必要な書類の提 

出、聞き取りへの対応等に協力すること。  

（補助対象経費）  

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げ

る機械等の導入に要する経費（消費税及び地方消費税相当額を除く。）とする。  

(１) 新たに省力化や労働時間削減につながる機械等  

(２) 既存の機械等以上の機能を有し、農業生産の効率化に資する機械等 

（補助金の額）  

第５条 補助金の額は、前条に規定する機械等については補助対象経費の合計額の２分の

１を超えない額とし、補助金の交付限度額は、同一年度において、一個人又は一団体に

つき３０万円とする。ただし、補助金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。  

（交付申請）  

第６条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補助金交付申請

書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて村長に提出しなければならない。  

(１) 未来に受け継ぐ持続可能な農業推進対策事業補助金成果目標設定書（第２号様式）  

(２) 導入する機械等に係るメーカーカタログ及び二者以上の見積書  



(３) 誓約書兼同意書（第３号様式） 

(４) その他村長が必要と認める書類  

２ 団体が申請する場合は、補助金交付申請書に前項各号の書類及び次に掲げる書類を添

えて提出しなければならない。  

(１) 団体の規約  

(２) 機械等共同利用計画書（第４号様式）  

（補助金の決定）  

第７条 村長は、前条の規定による申請が適当であると認めるときは、未来に受け継ぐ持

続可能な農業推進対策事業補助金交付決定通知書（第５号様式）により申請者に通知す

るものとする。  

（実績報告）  

第８条 前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、補助事業が完了したときは、完了後２箇月以内又は完了した年度の３月31日のいず

れか早い日までに事業実績報告書（第６号様式）に機械等の納品書及びその写真を添付

し、村長に報告しなければならない。 

（補助金の交付） 

第９条 村長は、前条の規定による実績報告があったときは、その内容を審査し、適当と

認めたときは、補助金の額を確定し未来に受け継ぐ持続可能な農業推進対策事業補助

金確定通知書（様式第７号）により通知する。 

（補助金の請求）  

第10条 補助事業者は、補助金の交付を請求しようとするときは、補助金交付請求書（第

８号様式）を村長に提出するものとする。 

２ 村長は、必要あると認める場合は、補助金を概算払の方法により交付することができ

る。 

３ 前項の規定により補助金の概算払請求をするときは、概算払を必要とする理由書（第

９号様式）を村長に提出しなければならない。   

（状況報告）  

第11条 補助事業者は、補助金の交付年度及び交付年度終了後３年間、目標達成状況につ

いて、未来に受け継ぐ持続可能な農業推進対策事業補助金成果報告書（第10号様式）に

より次に掲げる書類を添えて村長に報告しなければならない。 

 (１) 目標達成状況が確認できる書類  

(２) その他村長が必要と認める書類  

（財産処分の制限期間）  

第12条 この要綱により取得した資産を規則第18条の規定により処分を制限する期間は、

減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定める期間とす

る。  

 

 



（補助金の返還）  

第13条 村長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付決定

を取り消し、補助金の全部又は一部を返還させなければならない。  

(１) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反する行為があった場合  

(２) 補助事業を承認なく変更し、又は中止した場合  

(３) 提出書類の虚偽の記載等、不正な行為があった場合  

(４) 前３号に掲げるもののほか、この要綱に違反する行為があった場合  

（その他）  

第14条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、別に定める。  

 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。  

 


